


Ⅱ.事業概要

事業概要 299/800字

Ⅲ.事業の背景・課題
(1)新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰により深刻化した社会課題 797/800字

(2)新型コロナ及び原油価格・物価高騰対応支援枠の助成申請に至った理由 200/200字

事業対象者：
（助成で見込む最終受益
者）

長引くコロナ禍で失業や所得減等となり、日常生活が困窮している女性
特に、経済的な打撃が大きかった観光関連、飲食、宿泊、物販などに就業してい
た方

事業対象者人
数

400名（100名＊4）
実施時期 (開始) 2023年 1月 (終了) 2024年 3月 対象地域 沖縄県

沖縄県内の長引くコロナ禍の失業等で生活が困窮している女性に対し、生活困窮者支援の継続化・強化に向けた①「セーフティネットとなる緊急支援」事業と②「やり
がいのある仕事につなげる就業支援」事業を公募する。また、大学等と連携し、生活困窮者の生活や就業に関する調査を行い、実態の把握と共に、更なる支援につなげ
る道筋をつくる。
実行団体同士の連携・情報共有を初期段階から行うことで、事業推進の協力体制の構築、生活困窮者のニーズに沿った効果的な就業支援につなげていく。
また、報告会を開催することで、「県内企業の巻き込み」を図り、「女性の経済的自立に向けたコレクティブインパクトを創り出し」ていくことを目指す。

■社会課題の背景
県内の非正規雇用率は約4割で全国トップ。特に観光業の女性従業員は８割が非正規雇用（2018時点）。低賃金、不安定な雇用環境が沖縄観光関連産業を下支えしている実態。就業へのハードルが
低い分、替えがきく職業としてスキルアップが図れないなどの問題がある。
観光業を中心に、飲食・サービス業の女性の従業者比率は高く、非正規雇用は沖縄の高いシングルマザー率や３割におよぶ子供の貧困とその貧困の連鎖につながる深刻な問題になっている。
■コロナ禍の影響による深刻度・顕在化する問題
沖縄県では観光関連産業は主要な柱である。一方、３年に及ぶコロナ禍の影響で、県内で仕事を失う、所得を減らすなどの困窮者が数多く存在している。今なお、生活再建の見通しがたたない厳し
い現状の方も多い。
コロナ前までは観光客数が増加し続けていたが、県民の生活の豊かさにつながらず、県民所得は全体的に上がっていない状態。観光産業の社会的地位や労働環境の改善も十分ではない現状である。
その結果、観光業が復調しつつあるが、勤務形態や待遇面への不安が残り、新型コロナに影響を受けやすい宿泊業や飲食業への就職を避ける傾向がみられる。そのため、各所で需要に対し人手不足
が深刻化している。
■課題解決の必要性・緊迫性
コロナ禍となり相談件数が７倍に増加。令和４年現在も依然、高い水準である。そのような中、１月から借入の返済が始まり、４月には電気料金の大幅な値上げが予定され、家計をさらに圧迫す
る。緊急的支援は維持・強化しつつも、女性の経済的自立に向けた構造転換を図る必要がある。
女性が能力、パワーを活かした仕事につくこと、女性が経済的に自立することが、沖縄の経済的発展には不可欠である。先行きが見えず疲弊、困窮が広がっている中で、解決の糸口を見出し、やり
がいのある、安心できる暮らしを手に入れること、が今まさに求められている。

沖縄県は観光業、飲食・サービス業の女性求人は多いが、不安定雇用による安価な労働力という認識にある。しかし、この「構造的問題」が解決されない限り、社会課題の根本的な解決（貧困問題
の解決）にはつながらない。また、長引くコロナ禍で観光関連産業が軒並み深刻な経営難に陥り、失業・所得減少など生活困窮となっている。特に女性の多くは非正規雇用であるため、生活基盤に
深刻な影響が生じており、緊急的支援が必要である。



Ⅳ.事業設計

(1)短期アウトカム 100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字

100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字

100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字

2026年3月①実行団体の事業が継続・発展し、新規雇用者を増やし、事業が拡大する
②事業に賛同する県内企業、大学、支援機関等と連携し、女性の経済的自立に向
けたプロジェクトを展開する

①新たに雇用する人数
①他地域での展開数
②参画企業・団体数

アンケート調査、実行団体・企
業への聞き取り

①新規就業者数２名／団体
①新たに２か所他地域で取り組
みが展開
②参画企業・団体数：10社・団
体

①生活困窮者の直面する問題に対処する（食糧支援、相談業務等）
②転職・スキルアップ・独立に向けた活動に踏み出す
➂新たな働き方／就業につながる

①支援活動の受益者数
②講習受講者や企業面談参加者
➂新規就業者数

アンケート調査／実行団体への
聞き取り

①100名／団体
②30名／団体
➂2～5名／団体

2024年2月

①生活困窮者の困窮の状況、生活再建に向けた就業へのニーズと課題が明らかに
なる
②企業がプロジェクトに賛同・支援する

①アンケート回答者数
②賛同企業数

アンケート調査 ①50名／団体
②５社

2024年2月

(2)-1アウトプット（資金支援）

(2)-2アウトプット（非資金的支援）



(3)-1活動（資金支援） 200字
42/200字
22/200字
43/200字
45/200字
36/200字
0/200字
0/200字
0/200字

(3)-2活動（非資金的支援） 200字

26/200字
53/200字
47/200字
83/200字

51/200字
0/200字
0/200字
0/200字

時期
セーフティネットとなる緊急支援活動：食料支援、居場所づくり、メンタルケア、相談業務等 2023年1月～2024年２月
地域の社会課題解決につながる事業の創出や拡大 2023年1月～2024年２月
就業への機会を増やす取り組み：カウンセリング、研修プログラムの展開、企業とのマッチング 2023年1月～2024年２月
就業につなげる取り組み：実践・実習の場の提供（キャッシュフォーワークの手法をつかった支援） 2023年1月～2024年２月
経営基盤の強化（人材登用、専門家サポート、IT化、HPリニューアルなど） 2023年1月～2024年２月

時期

事業アセスメントの実施 （事業計画、資金計画の精査） 2023年1月～3月

事業の実施状況・取り組み事例の共有に資する情報公開等（資金分配団体からの発信、報告会の開催、冊子制作） 2023年１月～2024年２月

生活困窮者への生活実態調査（調査・分析は大学・研究機関が実施し、実行団体に共有、円滑な就業支援につなげる） 2023年１月～9月
事業推進のための伴走支援 （月1-2回のオンライン・現地MTGを実施。問題・課題解決への支援） 2023年1月～2024年２月
ひと・もの・資金・情報をつなぐ連携支援 （スタートアップ勉強会／成果報告会を実施し、県内企業を中心にマッチング機会を創出し資金調達、なら
びに継続化に向けた活動を行う）

2023年1月～2024年２月





Ⅶ.関連する主な実績
(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①コロナウイルス感染症に係る事業

(2)事業に関連する調査研究、連携の実績 ※実行団体入力項目

   ②-2前年度に助成した団体数 （2020年度事業：7団体）    ②-3前年度の助成総額 （2020年度事業：4250万円）

(2)事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等

■NIAC
＜事業に関連する調査研究＞
令和2年度自主研究の一環による経緯表「新型コロナウィルス感染症による出来事」の作成、令和3年度新型コロナウィルス感染症の経済社会的影響調査の実施。
＜マッチング＞

当財団と沖縄県工業連合会並びに、台日商務交流協進会及び台湾経済研究院の四者間ＭＯＵ（ものづくり産業の連携推進に係る協定）を機に、スタートアップ企業含む沖縄企業と台湾企業の商談
マッチングを実施。
■JSURP
＜伴走支援の実績＞
実務で培った経験とスキルを活かし、ハード・ソフト両輪で対応策を考える伴走型支援をベースに活動を展開。出前講座(自治体や地域のまちづくり団体を対象に40回以上実施)や震災復興支援（中
越、東日本、西日本豪雨、熊本地震等）を通じて草の根まちづくり団体の活動やネットワーク化を支援。2020年度は、新型コロナウイルス対応支援助成で「外国人と共に暮らし支え合う地域社会
の形成」に取り組み、資金支援と伴走支援を行った。

本事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も
含む）

無
有の場合
その詳細

②-1その他、助成金等の分配の実績

■JSURP
2020年度にあおぞら財団とのコンソーシアムを形成し、新型コロナウイルス対応支援事業で「外国人と共に暮らし支え合う地域社会の形成」に取り組み、7団体に4250万円の資金支援と伴走支援を
行った。2022年度もあおぞら財団とのコンソーシアムを形成し、新型コロナ及び原油価格・物価高騰対応支援事業で「外国人と共に暮らし支え合う地域社会形成２」に取り組み、12団体、1億円の
資金支援と伴走支援を行っている。

本事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 無
有の場合
その詳細

本事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）を受け
ていない。

受領無
※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参
照）




